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○枚方市自転車駐車場条例施行規則 

昭和62年４月14日 

規則第25号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、枚方市自転車駐車場条例（昭和61年枚方市条例第31号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（使用許可の申請） 

第２条 条例第９条第１項の規定による定期使用の許可の申請は、指定管理者（条例第６条

第１項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に自転車駐車場定期使用申請書兼予約

券（様式第１号。以下「定期使用申請書兼予約券」という。）を提出することにより行う

ものとする。この場合において、当該申請を行う者が条例別表第２備考１に規定する学生

等である場合は、当該申請の際に、その者の身分を証明する書類を提示しなければならな

い。 

２ 指定管理者は、当該定期使用の許可の期間の属する月の前月の20日（新設の駐車場に係

る当初の定期使用の許可にあつては、当該定期使用の許可の期間の属する月の前月の末

日の３日前）から当該定期使用の許可の期間の属する月に係る定期使用申請書兼予約券

の交付を開始するものとする。ただし、当該定期使用申請書兼予約券の交付枚数は、自転

車駐車場（以下「駐車場」という。）ごとの駐車台数の範囲内において指定管理者が定め

る。 

３ 前項の規定により交付を受けた定期使用申請書兼予約券に基づく定期使用の許可の申

請は、当該定期使用申請書兼予約券の交付を受けた日から当該日の属する月の翌月にお

いて指定管理者が定める日までの間に限り、行うことができる。 

（駐車券の交付等） 

第３条 条例第９条第１項ただし書の規則で定める駐車券（以下「一時駐車券」という。）

の様式は、様式第２号によるものとする。 

２ 一時駐車券の有効期間は、発券日当日限りとする。 

３ 一時使用に係る使用料（以下「一時使用料」という。）の領収証書は、一時駐車券をも

つてこれに代えるものとする。 

４ 条例第９条第２項の規定により交付する定期駐車券（以下「定期駐車券」という。）の

様式は、様式第３号によるものとする。 

資料９ 
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（駐車証の貼付等） 

第４条 条例第９条第１項の規定により駐車場の使用の許可を受けた者（以下「駐車場使用

者」という。）は、定期駐車券に併せて交付された定期駐車証（様式第４号）又は一時駐

車券を自転車等の分かりやすい箇所に貼付し、又は取り付けなければならない。 

（使用料の還付事由等） 

第５条 条例第12条ただし書の規定による使用料の還付は、駐車場使用者のうち定期使用

の許可を受けた者が次の各号に掲げる場合に行うものとし、当該還付額は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 定期使用の許可を受けた期間（以下「定期使用期間」という。）の初日前に定期

駐車券を返却した場合 定期使用に係る使用料（以下「定期使用料」という。）の全額 

（２） 条例第７条第２項の規定に基づき駐車場の使用を制限された場合 次の表に定

める額 

区分 還付額（１日当たり） 

定期使用期間

に使用を制限

された日があ

る場合 

定期使用料の額が1,000円である

場合 

30円 

定期使用料の額が1,500円である

場合 

50円 

定期使用料の額が1,800円である

場合 

60円 

定期使用料の額が2,500円である

場合 

80円 

定期使用料の額が3,000円である

場合 

100円 

定期使用料の額が3,500円である

場合 

110円 

定期使用料の額が4,000円である

場合 

130円 

定期使用料の額が4,500円である

場合 

150円 

定期使用料の額が5,000円である

場合 

160円 
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定期使用期間の全日数について使用を制限された

場合 

定期使用料の全額 

２ 前項の規定により定期使用料の還付を受けようとする者は、自転車駐車場定期使用料

還付申請書（様式第５号）に定期駐車券及び定期駐車証を添えて市長に提出しなければな

らない。 

（使用料の免除事由等） 

第６条 条例第13条の規定による使用料の免除は、本市に住所を有し、かつ、次の各号のい

ずれかに該当する者について行うものとし、当該免除額は、当該一時使用料の全額とする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害

者手帳の交付を受けた者 

（２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２

項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

（３） 大阪府療育手帳に関する規則（平成12年大阪府規則第42号）第７条第２項の規定

により療育手帳の交付を受けた者 

（４） 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）の規定に基づく知的障害者更生相談所、

児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定に基づく児童相談所又は精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律の規定に基づく精神保健指定医により知的障害があると判定

された者 

（５） 前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認めた者 

２ 前項の規定により一時使用料の免除を受けようとする者は、駐車場の使用の都度、同項

に規定する身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳若しくは療育手帳又は同項第４号

若しくは第５号のいずれかに該当することを証する書類を、指定管理者に提示しなけれ

ばならない。 

３ 指定管理者は、前項の規定による提示があったときは、当該提示を行った者に対し、一

時駐車券を交付するものとする。 

（定期駐車券等の再交付） 

第７条 定期駐車券若しくは定期駐車証を紛失し、又は汚損した場合において当該書類の

再交付を受けようとする者は、自転車駐車場定期駐車券・定期駐車証再交付申請書（様式

第６号）により、指定管理者に申請しなければならない。 

２ 指定管理者は、前項に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、定期駐車券又は定期駐車証を再交付するものとする。 
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（遵守事項） 

第８条 駐車場使用者（以下「使用者」という。）は、条例に定めがあるもののほか、次の

事項を遵守しなければならない。 

（１） 自転車等は、指定された場所に使用者自ら駐車し、施錠すること。 

（２） 自転車等には、使用者の住所及び氏名等を表示すること。 

（３） 駐車場の係員の指示に従うこと。 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（昭64規則１・旧第８条繰下） 

附 則 

１ この規則は、昭和62年７月１日から施行する。ただし、第３条及び次項の規定は、同年

６月24日から施行する。 

２ 第３条第５項の規定にかかわらず、昭和62年７月分の定期使用許可の申込受付は、同年

６月24日から行う。 

附 則〔令和３年９月28日規則第60号〕 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の様式第３号及び様式第４号の規定により交付を受け

ている定期駐車券及び定期駐車証は、改正後の様式第３号及び様式第４号の規定による

定期駐車券及び定期駐車証とみなす。 

３ 改正前の様式第５号の規定により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、改

正後の様式第５号の規定により作成した用紙として使用することができる。 
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様式第１号（第２条関係） 

（昭63規則50・全改、平13規則57・平18規則23・一部改正） 

様式第２号（第３条関係） 

（平18規則23・追加） 

様式第３号（第４条関係） 

（令３規則60・全改） 

様式第４号（第４条関係） 

（令３規則60・全改） 

様式第５号（第５条関係） 

（令３規則60・全改） 

様式第６号（第７条関係） 

（昭64規則１・追加、平６規則24・平13規則57・一部改正、平18規則23・旧様式第

７号繰下・一部改正、平19規則８・旧様式第８号繰上・一部改正） 

 


